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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況が続いているが、一部に下げ止

まりの動きがみられる。生産活動は下げ止まりの動きがみられる。需要面をみると、個人消

費は、一部に弱さが残るものの、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、減少している。

設備投資は、弱含みとなっている。公共投資は、堅調に推移している。輸出は、減少してい

る。観光は、外国人入国者数が前年を大幅に下回り厳しい状況となっているが、来道者数に

は持ち直しの動きがみられる。

雇用情勢は、有効求人倍率が７か月連続で前年を下回り、弱さがみられる。企業倒産は、

件数・負債総額ともに４か月連続で前年を下回った。消費者物価は、４か月連続で前年を下

回った。
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１．景気の現状判断DI～４か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、８月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を２．８ポイン

ト上回る４５．４と４か月連続で上昇した。横ば

いを示す５０を１８か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．６ポイント上回る４３．３となった。横ばい

を示す５０は１７か月連続で下回った。

７月の鉱工業生産指数は７８．１（季節調整済

指数、前月比▲０．８％）と２か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲１７．８％と１０か

月連続で低下した。

業種別では、鉄鋼業など６業種が前月比低

下となった。輸送機械工業など９業種が前月

比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号
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百貨店 スーパー コンビニエンスストア
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３．百貨店等販売額～１０か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～１０か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者数～プロ野球・プロサッカーの観戦再開

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

７月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲１．１％）は、１０か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲２０．０％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋３．４％）

は、身の回り品、飲食料品、その他が前年を

上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲４．９％）

は、５か月連続前年を下回った。

７月の乗用車新車登録台数は、１４，５７２台

（前年比▲１２．３％）と１０か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１２．９％）、

小型車（同▲２４．１％）、軽乗用車（同＋４．３％）

となった。

４～７月累計では、４６，６６３台（前年比

▲２６．７％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲３１．１％）、小型車（同▲２４．６％）、

軽乗用車（同▲２４．３％）となった。

７月の札幌ドームへの来場者数は、４０千人

（前年比▲８８．１％）と前年を下回った。７月

からは、収容人数上限５，０００人でプロ野球・

プロサッカーの観戦再開となった。来場者内

訳は、プロ野球２９千人（同▲８５．４％）、サッ

カー６千人（同▲６５．４％）、その他が５千人

（同▲９６．３％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～５か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～５か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

７月の住宅着工戸数は２，８６８戸（前年比

▲１６．７％）と５か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１５．４％）、貸家

（同▲８．４％）、給与（同▲８９．９％）、分譲（同

▲３２．７％）となった。

４～７月累計では１１，７７６戸（前年比

▲１３．４％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１７．１％）、貸家（同▲７．７％）、

給与（同▲４３．１％）、分譲（同▲２０．６％）と

なった。

７月の民間非居住用建築物着工面積は、

３０４，４３０㎡（前年比＋１１．０％）と５か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲４４．０％）、非製造業（同＋２２．２％）であっ

た。

４～７月累計では、１，０２４，８１９㎡（前年比

＋２８．５％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋１０．８％）、非製造業（同

＋３０．６％）となった。

８月の公共工事請負金額は７３０億円（前年

比▲１．２％）と２か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

＋９５９．７％）、道（同＋１．６％）が前年を上

回った。国（同▲３．４％）、市町村（同

▲１２．４％）、地方公社（同皆減）、その他（同

▲２７．７％）が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％
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９．来道者数～６か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）

%千人
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１０．外国人入国者数～１０か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１２か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

７月の国内輸送機関利用による来道者数

は、４３０千人（前年比▲６６．９％）と６か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲６９．３％）、JR（同▲７３．２％）、フェ

リー（同▲３９．２％）となった。

４～７月累計では、９３８千人（同▲８０．２％）

と前年を下回っている。

全国的な移動自粛解除に伴い、２か月連続

で持ち直しの動きがみられた。

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と１０か月連続で前年

を下回った。

７月の貿易額は、輸出が前年比▲５８．４％の

１６０億円、輸入が同▲５０．５％の４９５億円だっ

た。

輸出は、再輸出品、鉄鋼、魚介類・同調製

品などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、一般機械など

が減少した。

輸出は、４～７月累計では６４８億円（前年

比▲４０．２％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が７か月連続で低下

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに４か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～４か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９５倍（前年比▲０．２６ポイント）と７か

月連続で前年を下回った。

新規求人数は、前年比▲２３．６％と７か月連

続で前年を下回った。業種別では、サービス

業（同▲３５．３％）、医療・福祉（同▲１４．７％）、

卸売業・小売業（同▲３０．８％）、宿泊業・飲

食サービス業（同▲３６．２％）などが前年を下

回った。

８月の企業倒産は、件数が１１件（前年比

▲４７．６％）、負債総額が１０億円（同▲６５．８％）

だった。件数・負債総額ともに４か月連続で

前年を下回った。

業種別ではサービス・他が６件、建設業が

３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は３件

であった。

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．１（前月比▲０．３％）となっ

た。前年比は▲０．５％と、４か月連続で前年

を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、７月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（７月１０日）時点で前月比、灯

油、ガソリン価格ともに値上がりした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号

ｏ．２９１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2020.09.18 13.44.58  Page 5 



2020201920182017201620152014201320122011201020092008
（年度）

実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2020年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(7月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2018年度以降は当行推計。
　　　３. 平成23年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、新型コロナウイルス感染症拡大（以下、「コロナ禍」）の影響に
より、厳しい状況となっている。個人消費は、一部を除き大幅に減少している。住宅投
資も、減少している。設備投資は、先行き不透明感から弱めの動きとなっている。公共
投資は、堅調に推移している。この間、景況感の現状判断は急速に悪化した。
２０２０年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、コロナ禍の影響によ
る所得の伸び鈍化や雇用環境の悪化から、前年を大きく下回ると予測する。住宅投資
は、供給過剰感などによる貸家減少や持家の増加一服感に、コロナ禍が加わり、落ち込
みが続くとみられる。設備投資は、コロナ禍により投資マインドが急低下。投資計画の
見直し・延期などから、前年を大きく下回ろう。公共投資は、「防災・減災・国土強靭
化のための３か年緊急対策」などから高水準が続こう。コロナ禍による外需減少に伴う
財輸出の減少や、インバウンド需要の大幅低下などにより、財貨・サービスの移出入
（純）のマイナス幅は拡大が見込まれる。この結果、実質経済成長率は▲５．７％（２０１９年
度▲０．１％）、名目経済成長率は▲５．０％（同０．７％）と予測する。
本改訂にあたっては、足元影響が甚大であるコロナ禍が２０２０年後半にかけて収束に向

かい、道内経済が徐々に回復することを基本的見通しとしており、コロナ禍の世界的な
影響が残るなか、回復ペースは緩やかなものになると想定している。このため、本改訂
は、コロナ禍の収束が想定よりも長期化した場合の下振れリスクを内包している。

２０２０年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約
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１．２０２０年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は１～３月期の国内総生産

（四半期別GDP・２次速報改訂値）が前期比

▲０．６％（年率▲２．２％）となるなど、コロナ

禍の影響により急速に悪化した（図表１）。

個人消費は、感染症の拡大とそれに伴う自粛

の影響により、急速に減少。住宅投資は、弱

含みで推移した。設備投資は、ソフトウェア

投資に底堅さが見られたものの、先行き不透

明感の高まりにより弱含んだ。輸出は、感染

症拡大の影響により急速に減少した。

また、本年７月のESPフォーキャスト調査

による４～６月期の国内総生産（四半期別

GDP）の実績見込みは、コロナ禍により前期

比年率▲２３．５３％と、リーマンショック時を

超える大幅なマイナス成長が見込まれている

（図表２）。

先行きについては、個人消費は、本年５月

の緊急事態宣言解除に伴い、持ち直しの動き

がみられるものの、感染拡大を警戒した外出

自粛や行動制限は今後もある程度続くとみら

れることや、雇用・所得環境の悪化もみられ

ることから、回復は緩やかなものになると予

測する。住宅投資は、弱含みで推移するとみ

られる。設備投資は、需要の減少や企業収益

の悪化、先行き不透明感から弱含みで推移す

ることが見込まれる。公共投資は、２０１９年度

補正予算の押し上げ効果や、「防災・減災・

国土強靭化のための３か年緊急対策」などに

より堅調な推移が見込まれる。輸出は、コロ

ナ禍に伴う外需減少による財輸出の減少に加

え、インバウンド需要の大幅な低下などから

減少が見込まれる。

これらのことから、国内経済は最悪期を脱

したものの、回復には時間を要するものとみ

られる。もっとも、大規模な感染第２波や、

金融システム不安の発生などの下押し要因に

は注意が必要である。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、コロナ禍により急速

に悪化し、厳しい状況となっている。全国に

先行して本年２月頃から新型コロナウイルス

の感染が拡大し、北海道独自の緊急事態宣言

（２／２８～３／１９）が全国に先駆けて発せら

れたことによって、経済活動が低下（図表

３）。また、中国による団体旅行禁止に続

き、国内の感染拡大に伴い海外からの入国が

規制されたことにより、近年北海道経済のけ

ん引役となっていたインバウンド需要が蒸

発。これらの影響から、北海道は全国と比べ

１か月以上長くコロナ禍の影響を受けること

となった。

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） ESPフォーキャストによる
実質経済成長率予測

（資料：内閣府「四半期別GDP速報 ２０２０年１‐３月期・２次速報改定値」） （資料：日本経済研究センター）

２０２０年度北海道経済の見通し
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現状を需要項目別にみると、個人消費は、

保存食品や内食用の食材、マスクなどの衛生

用品やパソコンなど、コロナ禍による巣ごも

り消費や特別定額給付金の支給によって、需

要が増加している財も一部にみられるが、景

気の先行き不透明感による消費マインド低下

の影響を受け財全体では消費に弱さがみられ

る。また、外食・レジャーを中心にサービス

消費は低調であり、個人消費は一部を除き大

幅に減少している。住宅投資も減少してい

る。設備投資は、コロナ禍による先行き不透

明感から投資マインドが急低下し、観光関連

を中心として計画の見直し・延期などの動き

がみられ、弱めの動きとなっている。公共投

資は経済対策のための予算措置を背景として

堅調に推移している。

内閣府が発表した本年６月の『景気ウォッ

チャー調査』では、北海道の景気の現状判断

DIは５月から２０．５ポイント上昇し３３．４と

なった。また、景気の先行き判断DIも５月

から４．７ポイント上昇の３８．２となっている

（図表４）。４月の同調査では、現状・先行き

のDIは緊急事態宣言によりいずれも記録的

な水準まで低下したが、緊急事態宣言の解除

に伴い、５月以降、現状・先行きのDIは持

ち直し基調にある。もっとも、DIの水準自

体は依然低位に止まっており、横ばいを示す

５０を１６か月連続で下回っている。

今後を展望すると、個人消費は、緊急事態

宣言の解除による経済活動の進展に伴い持ち

直しが見込まれるものの、後述のとおり近年

個人消費を下支えしてきた雇用・所得環境に

悪化がみられることから、持ち直しの動きは

緩慢なものとなり、前年を大きく下回ると予

測。住宅投資は、金融環境の変化などによる

貸家減少の影響や、持家などの増加一服感

に、コロナ禍によるマインド悪化等が加わ

り、落ち込みが続くとみられる。設備投資

は、不動産関連の大型投資完了や、投資マイ

ンドの急低下に伴って観光関連を中心に投資

計画の見直し・延期などの動きがみられ、前

年を大きく下回ろう。公共投資は、「防災・

減災・国土強靭化のための３か年緊急対策」

などから高水準が続くことが見込まれる。財

貨・サービスの移出入（純）は、コロナ禍に

伴う外需減少による輸出の減少や、インバウ

ンド需要の大幅低下などにより、マイナス幅

の拡大が見込まれる。

物価の動向をみると、コロナ禍によって多

くの品目で需要不足が生じていることや、エ

ネルギー価格低下に伴い、消費者物価指数

（生鮮食品を除く総合）は２０２０年４月に４１か

月ぶりに前年を下回った（図表５、６）。

物価の先行きを展望すると、コロナ禍に伴

図表３ 図表４乗換駅における滞在者変化（北海道） 景気ウォッチャー調査（北海道）

（資料：Google「COVID‐１９：コミュニティモビリティレポート」より作成）
※基準値は２０２０／１／３～２／６の５週間の曜日別中央値。
後方７日間移動平均線にて作成。 （資料：内閣府）

２０２０年度北海道経済の見通し
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う需要減少による物価下押し圧力が広範に及

ぶことや、エネルギー価格の低下が当面物価

を押し下げることが見込まれることに加え、

幼児教育・保育無償化、高等教育無償化も物

価を下押しし、消費者物価指数（生鮮食品を

除く総合）はマイナス圏で推移しよう。この

間、GDPデフレーターの前年比は、原油価格

下落による輸入デフレーターの低下もあって

プラスを維持しよう。

以上のような経済状況を勘案すると、２０２０

年度の道内経済成長率は実質成長率▲５．７％

（２０１９年度▲０．１％）、名目成長率▲５．０％（同

０．７％）と、リーマンショック時（２００８年度

実質成長率▲３．５％）を超える、大幅なマイ

ナス成長となろう。

本改訂にあたっては、足元影響が甚大であ

るコロナ禍が２０２０年後半にかけて収束に向か

い、道内経済が徐々に回復することを基本的

見通しとしており、コロナ禍の世界的な影響

が残るなか、回復ペースは緩やかなものにな

ると想定している。このため、本改訂は、コ

ロナ禍の収束が想定よりも長期化した場合の

下振れリスクを内包していることに、注意が

必要である。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、コロナ禍の影響を受

け食料品などの必需品に対する基礎的支出が

堅調である一方で、贅沢品に対する選択的支

出は大きく落ち込んでいる。このため、業態

によって濃淡はみられるが、個人消費関連の

販売統計総体では大きく減少している（図表

７、８）。また、消費者マインドについて

図表５ 図表７消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

（資料：総務省、北海道） （資料：北海道経済産業局）

図表６ 図表８原油価格の推移 乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

（資料：IMF） （資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

２０２０年度北海道経済の見通し
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も、内閣府が公表している「消費者態度指数

（全国・二人以上世帯・季節調整値）」をみる

と、２０１９年１０月の消費税増税後にやや持ち直

しの動きがみられたものの、コロナ禍の影響

顕在化によって急激に悪化した（図表９）。

緊急事態宣言の解除に伴い、消費者マインド

に持ち直しの動きはみられるが、依然低水準

である。加えて、感染拡大を警戒した消費者

の外出自粛・行動制限はある程度の水準で続

くものとみられ、こうした行動変容は消費者

マインドの重石となろう。

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境について概観すると、道内の雇用・所得

環境は、以下の調査結果が示すとおり、コロ

ナ禍の影響を受けて急速に厳しさを増してい

る。

２０２０年６月に日本銀行札幌支店が行った

『企業短期経済観測調査（北海道）』による

と、雇用の過不足感を示す「雇用人員判断

DI（過剰－不足）」は▲１０と、人手不足感は

２０２０年３月の同調査に比べ急激に緩和してい

る（図表１０）。企業の人手不足感に変化がみ

られるなかで、有効求人倍率は２０２０年１月に

１２０か月ぶりに低下して以降、足元では１倍

を切り、新規求人数は前年を下回って推移し

ている（図表１１）。また、コロナ禍によって

全国的に非正規労働者の雇止めなどが増加傾

向にあるなか、北海道は全国に比べ、非正規

労働者の割合が多く、またコロナ禍の影響が

特に大きい「宿泊業・飲食サービス業」「生活

関連サービス業・娯楽業」「医療・福祉」など

の従業員数の産業別構成比（民間）が高いこ

とから、雇止めや解雇の発生・増加など、先

行きの雇用動向が懸念される状況である。

図表９ 図表１１消費者態度指数（全国、季節調整値） 雇用動向（北海道）

（資料：内閣府「消費動向調査」二人以上の世帯）
※２０１３年４月より調査方法が変更となったため、それ以前の数値
と不連続が生じている。 （資料：北海道労働局）

図表１０ 図表１２雇用人員判断 実質総雇用者所得

（資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」） （資料：内閣府）

２０２０年度北海道経済の見通し
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所得環境については、全国ベースでみると

実質総雇用者所得は４月以降急速に減少して

いる（図表１２）。道内の現金給与総額は、昨

年１２月以降前年下回りが続いており、足元で

は残業時間の大幅な減少もみられる（図表

１３）。当行が本年５月から６月にかけて行っ

た『賃金動向に関する調査』においても、今

年度、定期給与（基本給・諸手当等）を引上

げ予定の割合は６６％と５年ぶりに低下した。

特別給与（賞与・期末手当等）を引上げ予定

の割合も前年から１１ポイント低下しており、

道内企業の賃上げに対する姿勢に慎重さがみ

られる（図表１４）。また、本年７月中央最低

賃金審議会は２０２０年度の地域別最低賃金の目

安について、コロナ禍の影響等を踏まえ、現

行水準を維持することが適当との答申を行っ

ている。

コロナ禍による現下の厳しい経済状況への

対策として、特別定額給付金や自治体発行の

プレミアム商品券など、政府および各自治体

の経済対策が実施、あるいは実施予定であ

る。本対策の政策効果による消費押上げや、

経済活動の本格化に伴う財を中心としたペン

トアップ需要は期待できるが、一方で、コロ

ナ禍による経済活動停止や停滞に伴い消失・

減少したサービス消費の取戻しは、サービス

の生産と消費が同時に発生する特性や、ソー

シャルディスタンスなどの「新しい生活様

式」への対応に伴う供給制約が当面続くこと

が見込まれることから、財に比べ相対的に難

しい。このため、経済活動停止や停滞によっ

て生じるサービス需要の消失・減少分は、

２０２０年度の個人消費の成長を押し下げよう。

足元で個人消費が大きく減少するなか、各

種政策対応は行われるものの、コロナ禍の影

響による消費者マインドの悪化に加え、雇

用・所得環境にも悪化がみられることから、

民間最終消費支出は前年を大きく下回ること

が見込まれる。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率▲５．３％、名目成長率▲６．０％と予測する。

もっとも、足元では全国的に新型コロナウ

イルスの感染が再拡大しており、北海道にお

ける第３波の発生や緊急事態宣言の再発令な

どによっては、個人消費がさらに減少する懸

念があることには注意が必要である。

（２）政府最終消費支出

２０２０年度の政府最終消費支出は、消費税増

税に伴なって実施された、２０１９年１０月開始の

幼児教育・保育無償化、２０２０年４月開始の高

等教育無償化などが押し上げ要因となる。一

方、コロナ禍によって、全国的に医療・介護

の受診・利用を控える動きが見られるが、コ

図表１３ 図表１４賃金・労働時間の推移（北海道）
（前年同月比）

賃金引上げの推移（引上げとした割合）

（資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」） （資料：北洋銀行）

２０２０年度北海道経済の見通し
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ロナ禍収束まではこの動きは続くことが見込

まれる。北海道においても同様の動きが見ら

れており、２０２０年度についてはコロナ禍を原

因とした入院・外来患者や介護利用者の減少

が、現物社会給付（医療費・介護費）の伸び

を抑制しよう。これを受け、高齢化の進展に

伴い増加トレンドにあった現物社会給付（医

療費・介護費）の伸びは前年に比べ鈍化しよ

う。

また、経団連がまとめた２０２０年の春季労使

交渉最終集計結果によると、大手企業の定期

昇給とベースアップを含めた２０２０年賃上げ率

は２．１２％と、前年から伸びが鈍化した。経団

連が８月５日に公表した大手企業の夏季ボー

ナス妥結状況調査（最終集計）でも、２０２０年

夏季賞与支給額は前年に比べ２．１７％減となっ

ている。道職員や市町村職員の給与改定は民

間企業の賃金動向が反映されることとなって

おり、上記の民間支給状況に鑑み、２０２０年度

の道職員や市町村職員給与の年間支給水準は

横ばい圏と想定した。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．８％、名目成長率１．１％と予測する。

（３）住宅投資

２０２０年４～６月の新設住宅着工戸数は、前

年比▲１２．３％と前年を下回る水準で推移して

いる。貸家（前年比▲７．５％）は、ここ数年

の建築拡大による供給過剰感や、金融機関の

貸出態度に慎重化がみられることから、引き

続き前年下回りで推移している。住宅投資を

下支えしてきた持家についても増加に一服感

がみられ、前年下回りとなっている。コロナ

禍の影響による投資マインドや雇用・所得環

境の悪化から、住宅着工戸数の落ち込みが続

くことが想定され、２０２０年度の住宅投資は前

年度に比べ減少が見込まれる。

２０２０年度について住宅投資を利用目的別に

展望すると、貸家は、供給過剰感や金融機関

の貸出態度の慎重化に加え、コロナ禍による

経済環境の先行き不透明感の高まりによって

投資マインドの悪化が見込まれ、引き続き前

年を下回ろう。持家および分譲戸建は、コロ

ナ禍によって、足元で住宅展示場への来場者

組数が減少していることや、今年度の雇用・

所得環境に悪化がみられることから、前年を

下回ろう。分譲マンションについては、２０２０

年度も大規模開発等に伴う着工が計画されて

おり、高水準だった前年から微減に止まろ

う。

住宅投資においてもコロナ禍の影響が顕著

に見られるが、リーマンショック時と異な

り、現状の安定した金融システムの下、開発

事業者の資金調達は円滑に行われており、

２０２０年度の住宅着工戸数については、リーマ

ンショック翌年の水準（２００９年度、合計

２７，６１６戸）までの落ち込みは想定していな

い。これらを勘案し、住宅着工戸数は、持家

が１０，８７５戸、貸家が１４，０６３戸、分譲が４，４７１

戸（分譲マンション２，００７戸、分譲戸建２，４６４

戸）、給与（社宅）が２３６戸、合計２９，６４５戸と

なり、２０１９年度実績（３２，４８６戸）を２，８４１戸

下回ろう（図表１５、１６）。

住宅投資は、当該年度の工事進行額が反映

図表１５ 住宅着工戸数の推移（北海道）

（資料：国土交通省、２０２０年度は当行推計）

２０２０年度北海道経済の見通し

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号
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されるため、住宅投資と住宅着工戸数にはラ

グが発生する。このため、２０２０年度の住宅投

資は、消費税増税前の駆け込みの反動減が

あった２０１９年度後半の住宅着工の年度内進行

分が実績として反映されることや、２０２０年度

中の住宅着工は、１戸あたりの工事費が相対

的に高い持家や分譲の減少が見込まれること

から、２０２０年度に計上される住宅投資額は大

幅な低下が見込まれる。

この結果、住宅投資は、実質成長率▲

１２．４％、名目成長率▲１１．９％となろう。

（４）設備投資

先行指標である２０２０年４～６月累計の民間

非居住用建築物の工事費予定額は、前年を

５３．６％上回って推移している（図表１７）。札

幌市をはじめ道内中核都市で複数の再開発事

業が進行中であるほか、エネルギー分野で

は、再生可能エネルギー利用を目的とした投

資もみられる（図表１８）。一方で、インバウ

ンドの減少によりホテル建設計画の見直し・

延期が相次ぐなど、北海道の主力産業である

観光関連業種での設備投資減少の影響が顕在

化している。道内７空港民営化では、インバ

ウンドの蒸発から当初民営化後５年間で計画

されていた１，０００億円超の設備投資のうち、

国際線の設備整備等に充てる約５５０億円の先

送りが関係自治体と協議されるなど、コロナ

禍による影響が設備投資でもみられる。

２０２０年度を展望すると、２０２０年６月に日本

政策投資銀行北海道支店が行った『北海道地

域設備投資計画調査』（原則、資本金１億円以

上の民間企業が対象）によると、２０２０年度の

道内設備投資計画は全産業で前年比▲１８．３％

地区 主要用途 事業規模

室蘭 高炉改修 ３５０億円

苫小牧 バイオマス発電 ３００億円

札幌 マルチテナント型物流施設 １５０億円

千歳 半導体センサー工場増築 １１０億円

道内空港 設備投資 ４６億円

新さっぽろ駅周辺再開発 店舗・共同住宅など ５００億円

札幌駅北口８・１地区再開発 店舗・共同住宅など ４８２億円

南２西３南西再開発 店舗・共同住宅など ２４０億円

北３東１１周辺再開発 店舗・共同住宅など ２３０億円

２０１９年度
実績

２０２０年度
計画 増減率

全産業 ４，７３３ ３，８６４ ▲１８．３

（除く電力） （３，６３０） （３，０５７） （▲１５．８）

製造業 １，１２０ １，２１７ ８．６

非製造業 ３，６１２ ２，６４７ ▲２６．７

（除く電力） （２，５０９） （１，８３９） （▲２６．７）

利 用 目 的２０１８年度２０１９年度２０２０年度 対前年度

計 ３５，７６１ ３２，４８６ ２９，６４５ ▲２，８４１

持 家 １１，７４０ １１，８２１ １０，８７５ ▲９４６

貸 家 １９，５３５ １５，６２５ １４，０６３ ▲１，５６３

給 与 住 宅 ４１９ ３３３ ２３６ ▲９７

分 譲 住 宅 ４，０６７ ４，７０７ ４，４７１ ▲２３６

（うちマンション） １，７４４ ２，０４８ ２，００７ ▲４１

（ う ち 一 戸 建 ） ２，３１１ ２，６４９ ２，４６４ ▲１８５

図表１６ 図表１８利用目的別の住宅着工戸数
（戸）

道内での設備投資、再開発

（資料：国土交通省、２０２０年度は当行推計）
※長屋建等、利用目的別に分類されない構造物があるため、分譲
住宅の合計は一致しない場合がある （資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成）

図表１７ 図表１９民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

２０２０年度業種別設備投資の動向
（単位：億円、％）

（資料：国土交通省） （資料：日本政策投資銀行）

２０２０年度北海道経済の見通し
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となっている（製造業・同＋８．６％、非製造

業・同▲２６．７％）（図表１９）。製造業では、生

産設備の改修・工場新設のある「鉄鋼・非鉄

金属」や、生産設備の再構築が行われる

「紙・パルプ」などが増加。一方、非製造業

では、大型投資案件が完了する「不動産」な

どが減少の見通しである。

また、当行が本年５月から６月にかけて

行った『道内企業の経営動向調査』では、道

内中小企業の設備投資実施割合（全産業）

は、２０１７年、２０１８年に年後半にかけて増加傾

向を示したのに対し、２０１９年１０～１２月は前期

比横ばいとなっており、道内中小企業の設備

投資の動きにも弱さがみられる（図表２０）。

２０２０年度の道内設備投資については、以上

の調査結果や、コロナ禍の影響による需要の

減少ならびに企業業績の悪化に伴い、投資マ

インドが急低下していることを勘案。大型投

資が完了する不動産関連や、コロナ禍の影響

が大きい観光関連を中心に投資が減少し、前

年を大きく下回ると予測している。

この結果、設備投資は、実質成長率▲

８．６％、名目成長率▲９．０％と予測する。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、２０２０年

４～６月の累計金額は前年比１１．０％増加して

いる。２０２０年度の北海道開発事業費（当初予

算）は、「防災・減災・国土強靭化のための

３か年緊急対策」予算が計上され、前年比＋

０．４％の微増となった。２０１９年度の補正予算

を合わせた１５か月予算でみても前年比＋

１．５％と堅調な予算配賦となっている。ま

た、２０２０年度の北海道新幹線の建設事業費は

前年比＋６４．０％の９３０億円と、新函館北斗－

札幌間の工事本格化が増加に寄与する。

北海道新幹線については、２０３０年度の開業

まで本年度を含めて残り１１年となっており、

総工事費から考えると、来年度以降平均で

１，３００億円以上の建設事業費が予想される。

開業前の試運転期間等を考慮すればピークの

事業費はさらに大きなものになると考えら

れ、今後公共投資における北海道新幹線の存

在感は大きくなっていくことが想定される

図表２１ 公共工事請負金額（北海道）

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２０２０年度は当行推計）

図表２０ 図表２２設備投資実施企業の割合 整備新幹線事業費

（資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」） （資料：国土交通省資料などを基に当行作成）

２０２０年度北海道経済の見通し
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（図表２１、２２）。

コロナ禍による工事の遅れなど、執行上の

問題もみられないことから、公共投資は高水

準が続こう。

この結果、公共投資は、実質経済成長率

１．４％、名目成長率１．７％と予測する。

（６）財貨・サービスの移出入（純）

（Ａ）移輸出

２０２０年４～６月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸出は、「自動車の部分品」「一

般機械」「魚介類・同調製品」などが減少し、

前年を３０．２％下回って推移している。

２０２０年度の道内からの財の輸出について

は、「自動車の部分品」「一般機械」はコロナ

禍によって外需の弱さが続くことが見込ま

れ、弱含みで推移しよう（図表２３）。一方、

「魚介類・同調製品」はコロナ禍で輸出価格

の下落がみられるものの、輸出数量は主力市

場であるアジアの需要動向に依然不透明感は

あるが、足元で回復傾向にある。総じてみれ

ば、財の輸出は、コロナ禍の影響が大きく前

年を下回る見込み。

国内向けの財の移出も、政府の緊急事態宣

言で、道内産の高級食材を中心に首都圏等の

飲食店向けの販売が激減。緊急事態宣言解除

後も依然影響が残っている。高級食材以外で

も、道外の業務用や学校給食用の需要は大き

く減少している。その他の財についても、道

外需要の減少の影響がみられ、道内からの財

の移出は前年を大きく下回ることが見込まれ

る。

サービスの移輸出に目を向けると、インバ

ウンド消費の大幅な減少は避けられない状況

（図表２４）。海外からの入国規制が依然続いて

おり、今後コロナ禍が収束に向かったとして

も、海外経済の冷え込みによる消費性向の低

下や、感染を懸念した渡航自粛など海外旅行

者の意欲低下から、近年北海道経済をけん引

してきたインバウンド消費の急回復は見込み

難い。来道客による道内消費についても、

GoToキャンペーンなど観光需要喚起を目的

とした経済対策による押し上げ要因はあるも

のの、外出自粛・行動制限による影響は一定

公表機関 公表日 年次 世界 アメリカ ユーロ圏 中国

OECD

３／２
２０１９ ２．９ ２．３ １．２ ６．１

前回 ２０２０ ２．４ １．９ ０．８ ４．９
２０２１ ３．３ ２．１ １．２ ６．４

６／１０

２０１９ ２．７ ２．３ １．３ ６．１
今回 ２０２０ ▲６．０ ▲７．３ ▲９．１ ▲２．６

２０２１ ５．２ ４．１ ６．５ ６．８
２０１９ ▲０．２ ０．０ ０．１ ０．０

変化幅 ２０２０ ▲８．４ ▲９．２ ▲９．９ ▲７．５
２０２１ １．９ ２．０ ５．３ ０．４

IMF

４／１４
２０１９ ２．９ ２．３ １．２ ６．１

前回 ２０２０ ▲３．０ ▲５．９ ▲７．５ １．２
２０２１ ５．８ ４．７ ４．７ ９．２

６／２４

２０１９ ２．９ ２．３ １．３ ６．１
今回 ２０２０ ▲４．９ ▲８．０ ▲１０．２ １．０

２０２１ ５．４ ４．５ ６．０ ８．２
２０１９ ０．０ ０．０ ０．１ ０．０

変化幅 ２０２０ ▲１．９ ▲２．１ ▲２．７ ▲０．２
２０２１ ▲０．４ ▲０．２ １．３ ▲１．０

図表２４ 道内への外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

図表２３ 図表２５２０２０年世界経済見通し
（実質GDP、年間の増減率％、ポイント）

利用交通機関別の来道客数

（資料：OECD、IMF） （資料：�北海道観光振興機構）

２０２０年度北海道経済の見通し
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の水準で続くとみられ、対策効果の重石とな

ろう（図表２５）。以上から、サービスの移輸

出は前年を大きく下回ろう。これらを受け、

道内からの移輸出は前年を大きく下回ること

が見込まれ、道内総生産（実質）を押し下げ

よう。

（Ｂ）移輸入

２０２０年４～６月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸入額は、「原油・粗油」「魚介

類・同調整品」などが減少し、前年を４０．６％

下回っている（図表２６）。輸入数量も、一部

の食料品を除き幅広い品目が前年から減少し

ている。

２０２０年度を展望すると、コロナ禍による道

内の経済活動低下によって道内需要（中間需

要・最終需要）が減少しており、国内外のコ

ロナ禍が早期に収束しない限り、本年度内に

道内需要（中間需要・最終需要）が前年の水

準に回復することは見込み難い。このため、

道内の移輸入は前年を下回って推移すること

が見込まれる。

この結果、財貨・サービスの移出入（純）

は、実質経済成長率▲９．８％、名目成長率▲

４．９％となろう。

３．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

農作物の耕作部門は、天候不順もなく順調

に推移しているが、昨年度の作況が好調で

あった反動を考慮し、収穫量は前年下回りを

見込んだ。また、農作物価格についても、コ

ロナ禍によって外食需要が急減したことを受

けて価格低下がみられることから、農作物の

耕作部門の名目生産額については減少を見込

んでいる。畜産部門では、生乳については搾

乳牛の増加に、本州の生乳不足による道外向

け出荷量の増加も加わり、生産量は増加しよ

う。これを受けて、生乳の名目生産額は増加

が見込まれる。一方、肉用牛については外食

需要の激減による枝肉価格の大幅下落を受け

て、名目生産額の大幅な落ち込みが見込まれ

る。総じてみれば、畜産部門の名目生産額は

前年を下回ろう。以上から、農業の総生産

（名目）は前年比▲０．７％となろう。

林業は、住宅着工戸数の減少を背景として

木材価格が低下している。需要減少の影響を

受け、林業の総生産（名目）は前年比▲

１．５％となろう。

水産業は、主要魚種であるホタテガイにつ

いて、斃死被害からの回復により噴火湾地区

の持ち直しはみられるが、オホーツク地区の

水揚げは前年実績を下回る計画となってお

り、道内全体でのホタテガイの水揚げは前年

を下回ろう。価格についても、主な輸出先で

ある中国でのコロナウイルス感染症拡大の影

響から輸出価格が下落しており、ホタテガイ

の名目生産額は前年下回りとなろう。サンマ

についても、海水温上昇などによる気候要因

や資源の減少から漁獲量は前年下回りが見込

まれる。一方、各水産試験場によると、秋サ

ケ・スルメイカの漁獲量は前年上回りの推計

結果となっている。魚価については、コロナ

図表２６ 貿易動向

（資料：函館税関）

２０２０年度北海道経済の見通し
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禍の影響による外食需要の減少などを背景

に、幅広い魚種で価格が下落している。総じ

てみると、水産業の総生産（名目）は、需要

減少による価格下落の影響が大きく、前年比

▲６．６％となろう。

この結果、一次産業の総生産（名目）は前

年比▲１．８％となろう。

（２）二次産業

製造業のうち、「金属製品」は設備投資の

減少に伴い名目生産額の低下が見込まれる。

二次産業の中でウェイトの高い「食品製造」

は、コロナ禍による外食需要やインバウンド

消費激減の影響を受け、生産量・価格ともに

減少しよう。また、「パルプ・紙・紙加工

品」は、生産ラインの縮小が行われた影響か

ら、名目生産額は減少しよう。自動車・航空

関連では、「鉄鋼」「輸送用機械」で、コロナ

禍による外需減少により一時帰休を伴う生産

調整が行われるなど、コロナ禍の影響がみら

れ、名目生産額は減少が見込まれる。以上の

とおり、道内製造業においてもコロナ禍の影

響が顕著にみられ、製造業の総生産（名目）

は前年比▲１０．７％と大幅な減少となろう。

建設業については、公共工事が増加する一

方で、民間工事は減少が見込まれる。民間工

事のうち、住宅は持家の着工戸数増加に一服

感がみられ減少が見込まれるほか、貸家の着

工戸数も供給過剰感と金融機関の貸出態度の

慎重化、投資マインドの低下から減少が見込

まれ、２０２０年度の道内住宅着工戸数は減少し

よう。設備投資は、生産設備の改修・工場新

設や、生産設備の再構築などが押し上げ要因

とはなるものの、大型投資が完了する不動産

関連や、コロナ禍の影響が大きい観光関連を

中心に投資が減少し、前年を下回ろう。一

方、公共工事は「防災・減災・国土強靭化の

ための３か年緊急対策」最終年度の予算計上

により前年に続く高水準が見込まれる。総じ

てみれば、建設業の総生産（名目）は、民間

工事の落ち込みの影響が大きく、前年比▲

０．７％となろう。

この結果、二次産業の総生産（名目）は前

年比▲６．０％となろう。

（３）三次産業

卸売・小売業については、業態によりコロ

ナ禍の影響に濃淡が見られる。緊急事態宣言

の発令に伴う外出自粛・休業要請などの影響

を受け、内食需要や衛生用品などの需要が増

加した一方、高級食材や耐久消費財は、飲食

店などの業務用需要の減少や、消費税増税後

から続く消費者マインドの低迷・悪化により

低調である。また、コロナ禍により雇用・所

得環境も悪化しており、消費の下押し要因と

なることが見込まれる。インバウンド消費の

蒸発も影響し、卸売・小売業は前年を下回る

見込みである。

観光関連の宿泊・飲食サービス業や旅客運

輸業は、コロナ禍の影響を大きく受けてい

る。外出自粛や休業要請による店舗休業や、

移動の制限に伴う道外客やインバウンド客の

大幅減少によって消費が減少し、極めて低調

に推移している。外出自粛解除後の全国的な

人の往来再開による持ち直しや、GoToキャ

ンペーンなどの経済対策が押し上げ要因とし

て期待できるものの、現状ではインバウンド

の早期回復は見込み難く、宿泊・飲食サービ

ス業と運輸・郵便業は前年を大きく下回ろ

う。

保健衛生・社会事業では、コロナ禍の影響

により通院・受診を控える動きが見られる。

コロナ禍が収束しない中では、こうした動き

は続くことが見込まれ、高齢化の進展により

２０２０年度北海道経済の見通し
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名目生産額の増加が続いた保健衛生・社会事

業は、前年下回りに転じよう。

情報通信業は、在宅勤務の増加に伴い通信

関係費用の押し上げが見込まれるものの、巣

ごもり消費が増加した４月から５月のサービ

ス産業動向調査によると、情報通信業（通信

業、放送業、情報サービス業、インターネッ

ト付随サービス業、映像・音声・文字情報製

作業）の売上高は前年を下回って推移した

（図表２７）。このため、情報通信業については

前年微減と予測した。

その他のサービス業についても、ソーシャ

ルディスタンスなどの「新しい生活様式」へ

の対応に伴う供給制約が続くことによって生

産性が悪化し、名目生産額の低下が見込まれ

る。

この結果、三次産業の総生産（名目）は前

年比▲５．０％となろう。

道内総生産によって北海道の産業構造をみ

ると、道内総生産に占めるサービス業の比率

が高く、製造業の比率は低くなっている。

今回のコロナ禍では、飲食・宿泊業などの

サービス業が特に大きな打撃を受けている

が、サービス業は、景気の回復局面における

財に対するペントアップ需要や、製造業の挽

回生産のような経済活動が本格的に再開した

後の需要の取戻しが弱く、コロナ禍による経

済活動の停止や停滞に伴って生じるサービス

需要の消失・低迷は、道内経済の下押し圧力

として働くことが見込まれる。こうしたこと

から、２０２０年度の北海道経済は、コロナ禍の

影響が大きく、全国を下回る成長率となると

みている。

図表２７ 情報通信業 売上高推移（全国）

（資料：総務省統計局 サービス産業動向調査）

２０２０年度北海道経済の見通し
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目
名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０１８年度
（実績見込み）

２０１９年度
（実績見込み）

２０２０年度
（見通し）

２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

民間最終
消費支出

１２１，６３５
（０．７）

１２１，３１８
（△０．３）

１１４，００２
（△６．０）

０．３ △０．８ △５．３

政府最終
消費支出

５１，８５９
（１．０）

５３，１１１
（２．４）

５３，６９３
（１．１）

０．９ １．９ ０．８

総固定
資本形成

３６，１４４
（△４．２）

３８，２６４
（５．９）

３６，５１７
（△４．６）

△５．５ ４．７ △４．７

住宅投資

設備投資

公共投資

５，４６８
（△６．９）
１４，８９９
（△７．８）
１５，７７６
（０．６）

５，６７５
（３．８）
１５，１８６
（１．９）
１７，４０２
（１０．３）

５，００３
（△１１．９）
１３，８１７
（△９．０）
１７，６９７
（１．７）

△８．５

△８．５

△１．３

２．３

１．７

８．６

△１２．４

△８．６

１．４

財貨・サービ
スの移出入
（純）

△２５，０１８
（△２．９）

△２６，６３３
（△６．５）

△２７，９３５
（△４．９）

２．４ △６．３ △９．８

道内総生産
（支出側）

１９３，３８６
（△０．５）

１９４，８２６
（０．７）

１８５，０４３
（△５．０）

△０．３ △０．１ △５．７

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項目 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

民間最終
消費支出

０．２ △０．５ △３．４

政府最終
消費支出

０．３ ０．５ ０．２

総固定
資本形成

△１．１ ０．９ △０．９

住宅投資 △０．２ ０．１ △０．３

設備投資 △０．７ ０．１ △０．７

公共投資 △０．１ ０．７ ０．１

財貨サービス
移出入（純）

０．４ △１．０ △１．６

道内総生産
（支出側）

△０．３ △０．１ △５．７

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生
産と一致しない。

統計表３ 前回見通しとの実質成長率の変化幅
（単位：％ポイント）

項目 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

民間最終
消費支出

△０．３ △１．１ △５．４

政府最終
消費支出

０．０ ０．１ △０．１

総固定
資本形成

△３．３ ０．２ △５．７

住宅投資 △１．５ １０．４ △９．５

設備投資 △１０．５ △２．９ △１１．４

公共投資 ３．７ △０．４ １．３

財貨サービス
移出入（純）

△０．３ △０．９ △９．９

道内総生産
（支出側）

△０．９ △０．９ △６．２

２０２０年度北海道経済の見通し
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統計表４ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２０１８年度

（実績見込み）

２０１９年度

（実績見込み）

２０２０年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

８，４０８

６，３３４

２４５

１，８２９

８，７９４

６，９８８

２３８

１，５６７

８，６３７

６，９３９

２３５

１，４６３

△７．６

△８．８

△２．０

△４．０

４．６

１０．３

△２．８

△１４．３

△１．８

△０．７

△１．５

△６．６

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３３，４０９

２２３

１８，６５０

１４，５３６

３３，７７９

２２１

１７，７８５

１５，７７４

３１，７５５

２１８

１５，８７５

１５，６６２

△２．４

△０．６

△１．９

△３．０

１．１

△１．１

△４．６

８．５

△６．０

△１．４

△１０．７

△０．７

三次産業

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食
サービス業

情報通信業

金融・保険業

不 動 産 業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

公 務

教 育

保健衛生・
社会事業
そ の 他 の
サービス

１４９，９２０

６，０５５

２４，０６７

１４，６４８

５，４２０

７，０５０

６，５０３

２１，０２９

１４，８０４

１４，０６０

８，３８４

１９，２８０

８，６１８

１５０，５９６

６，０７０

２３，８９８

１４，４９９

５，３１４

７，１８５

６，５１９

２１，０７７

１５，０３３

１４，２９８

８，５６７

１９，５０１

８，６３６

１４３，０２６

６，０１４

２２，２９５

１１，５７９

３，３５９

７，１７６

６，５０７

２１，０２８

１５，００４

１４，５２８

８，５１１

１８，７９３

８，２３２

０．４

△４．７

０．３

１．５

△１．３

２．０

０．１

０．２

１．０

１．１

０．４

０．７

０．１

０．５

０．２

△０．７

△１．０

△２．０

１．９

０．２

０．２

１．５

１．７

２．２

１．１

０．２

△５．０

△０．９

△６．７

△２０．１

△３６．８

△０．１

△０．２

△０．２

△０．２

１．６

△０．７

△３．６

△４．７

道内総生産

（生産側）
１９３，３８６ １９４，８２６ １８５，０４３ △０．５ ０．７ △５．０

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

２０２０年度北海道経済の見通し

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号
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はじめに

事業計画とは「企業が向かうべき目的地」を設定し、「どのような方法でその目的地へ向かう

のか」、「目的地への道中にはどのような障害があるのか」等を検討し、その道順と目的地へ到着

した時に組織がどのような状態にあるのかを数値で示す、言わば「企業運営の地図」です。事業

計画がなければ企業運営が場当たり的なものとなり、経営環境の変化に対応することができず、

企業運営が立ち行かなくなってしまいます。特に今日のような経営環境の変化が著しい社会にお

いては、事業計画を策定し実行することの重要性が増していると言えます。ところが、策定した

事業計画が有効に機能していないケースが散見されます。せっかく作成した企業運営の指針とな

るべき事業計画であっても、それが機能しなければ、まさに「絵に描いた餅」となってしまいま

す。

そこで、今回は事業計画をはじめとした組織の戦略の実行を支援する総合的戦略マネジメント

ツールとしてバランスト・スコアカード１（以下、「BSC」とする）をご紹介します。

事業計画の落とし穴

BSCの具体的な内容に触れる前に、ここでは事業計画が有効に機能しない原因はどのような点

にあるのかを検討します。

結論から言えば、最も大きな原因は、事業計画が示す目標値が遅行指標であるという点にあり

ます。営利企業の究極的な目的は「利益の最大化」であることから、企業の活動の成果は財務諸

表の数値として測定されます。そのため、「企業が向かうべき目的地」も当然のことながら財務

諸表の数値で示されることとなります（これを「財務指標」と言います）。財務指標は組織の活

動を集約し貨幣的に測定したものであるため、あくまでも事後的な結果であり、活動を直接的に

測定した指標ではないという特徴があります（このような最終的な集約による指標を「遅行指

標」といいます）。事業計画は目標へ到達するための方策を示したものですから、最終的な目標

である財務諸表の数値だけでなく、そこに至るまでの過程を細分化した指標を示します。しかし

ながら、取り扱う情報が財務指標中心の事業計画ではその実行が難しいと考えられます。具体例

を見てみましょう。

バランスト・スコアカードの活用による
事業計画実行支援と環境変化への対応

経営のアドバイス

税理士法人 むらずみ総合事務所
公認会計士・税理士 青沼 秀

１Robert S. Kaplan , David P. Norton：“The Balanced Scorecard-Measures that Drive Performance”, Harvard Business
Review（１９９２）
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【図１】遅行指標のみの事業計画（例）

【図１】では遅行指標のみの事業計画を示しています。最終的な目標を「当期純利益の増加

（前年比＋２百万円）」とし、それに至るための方法として「売上高の増加（前年比＋１０百万

円）」という指標をおき、さらに細分化した指標として「販売数量の増加（前年比＋１０％）」とい

う目標を掲げています。このような事業計画では、仮に事業計画の目標を達成できたとしても事

業計画の機能としては不十分であると考えられます。

その理由は、目標の達成を事後的に評価する際に「達成できた」、「達成できなかった」という

２択の評価にしかならず、「なぜ達成できた（できなかった）のか」、「事業計画が意図した動き

を組織が実行したのか」といった観点が抜け落ちているという点にあります。そのため、結果と

して目標を達成した場合であっても、それが組織の活動と努力による成果なのか、イレギュラー

な外的要因による一時的な影響なのかを評価することができないことから、事業計画による目標

値は組織の既存の活動が集約された結果にただ当てはめるだけの数字となってしまいます。

本来、事業計画の目標値とは組織の活動に影響を与えるために設定するべきものであり、従来

通りの活動ありきでそれと目標値を事後的に比較するだけであるならば本末転倒です。そのよう

な「達成できた（できなかった）」という結果に全く意味はありません。そのような事態を避け

るために、事業計画は組織の活動（先行指標）と成果（遅行指標）の因果関係を描いたストー

リーである必要があります。

戦略をストーリーとして考える

次に、事業計画における戦略ストーリーにはどのような要素が必要となるのかを具体例を交え

て検討します。
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【図２】桶屋の売上数量増加ストーリー

【図２】で示したのは、「風が吹けば桶屋が儲かる」ということわざを題材にした桶屋の売上

増加ストーリー例です。この戦略ストーリーは【図１】で示した「売上数量の増加」をより細分

化し、そこに至るまでの道筋を示しています。しかし、この戦略ストーリーは組織の行動に影響

を与え事業計画を有効に機能させる上での重要な問題点を多く含んでいます。

１つ目は、ストーリー間の因果関係（必然性）が薄いという点です。このことわざが現代社会

を題材にしたものではないということを差引いても、この因果関係には無理があります。例え

ば、仮に砂埃がたったことによって失明する人が増加し、江戸時代のように視力を失った人の代

表的な職業が三味線弾きであったとします。その場合でも、三味線の原料である猫の皮を求めて

猫が乱獲されるほど、三味線の需要が増加するとは考えられません。なぜならば、三味線弾きの

需要自体に変化がないため、視力を失った人の全員が三味線弾きになれるわけではないからで

す。また、仮に猫の数が減少した場合であっても、ネズミが大量発生することで食糧難や疫病等

が発生し、社会情勢や経済が乱れてしまえば、桶どころではありません。このように因果関係が

薄いストーリーは実現可能性が低く、事業計画の戦略としては不完全であると言えます。

２つ目はストーリーに基づく活動を評価するための指標が測定できない点です。戦略としての

ストーリーや因果関係はあくまでも仮説ですから、事業計画を有効に機能させるためには「目標

を達成できたかどうか」だけでなく、「ストーリーを組み立てる上での仮説が適切だったか」に

ついても評価を行い、絶えず検証を行う必要があります。そのためには各項目での測定尺度と目

標値を設定し、測定を行うことが必要になります。【図２】のストーリーの各項目での測定尺度を

考えるならば、例えば一定期間あたりの「猫の減少数」、「ネズミの増加数」、「失明した人の人

数」を測定する必要がありますが、現実的には困難です。また、「風が吹く」という項目につい

ては何を測定尺度とするのかが非常に不明確です。このような測定自体が困難な項目や、測定尺

度が得られない項目を含むストーリーでは検証ができず、事業計画を有効に機能させることは難

しいと言えます。

３つ目はストーリーの項目が組織の行動につながらないという点です。ストーリーの起点は

「風が吹く」ことですが、これは組織の活動が影響を及ぼす事のできる事象ではありません。「砂
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①財務の視点 戦略が達成すべき最終的な目標。戦略の最終的な目標は財務数値となる。

②顧客の視点 財務の視点で目標とした成果を達成するために顧客にどのような価値を提供するのかという視点。

③内部プロセスの視点 顧客に価値を提供するために、どのような業務を行う必要があるのかという視点。

④成長と学習の視点 戦略に必要とされる業務を行うためにはどのような人的資源が必要となるのかという視点。

【図３】戦略マップにおける４つの視点

埃がたつ」、「猫の数が減少する」、「ネズミの数が増加する」という項目については、物理的には

組織の行動で引き起こすことが可能とも考えられますが、直接的にそのような状況を引き起こす

ことは社会通念上許容されないため現実的に困難です。このように、ストーリーの各項目が実行

可能でなければ、組織の行動に影響を与えることができず、事業計画は遂行されないこととなり

ます。

BSCの構成要素

これまでの【図１】、【図２】の例を用いて、事業計画が組織の行動に影響を与え、目標とする

水準を達成するためには「目標達成までのビジョンをストーリーとして描き出す事」、「ストー

リーを通じて組織の行動を起こさせる事」の２点が必要であるという事をご説明しました。BSC

では上記の２点を満たすため「戦略マップ」と「スコアカード」というツールを使用します。

戦略マップとは目標達成のビジョンとその実現のための戦略を描き出し、ストーリーを視覚的

に表現するためのツールです。戦略マップでは①財務の視点②顧客の視点③内部プロセスの視点

④成長と学習の視点という４つの視点の因果関係から戦略ストーリーを描き出します。それぞれ

の視点の内容は【図３】の通りです。

上記でも述べた通り、営利企業の究極的な目的は「利益の最大化」ですから、財務の視点が最

も上位に位置する目標となります。そして、営利企業であれば必ずその企業にとっての顧客が存

在し、顧客に対して価値を提供することで収益を計上するわけですから、財務の視点は顧客の視

点によって支えられています。顧客に対して提供し得る価値はその組織の業務能力に依存しま

す。そのような組織の業務能力に着目したのが内部プロセスの視点です。組織の業務能力は企業

の人材によって支えられているため、戦略マップでの最も下位に位置する視点として、人的資源

に着目した成長と学習の視点が存在します。これら４つの視点ごとに戦略目標を立て、その因果

関係から導き出されるストーリーを視覚的に表現することで、組織の戦略を俯瞰的にとらえ、向

かうべき方向性を周知することが戦略マップの機能です。
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【図４】戦略マップの具体例

【図４】は製造販売を行う企業を題材にした戦略マップの具体例を示しています。財務の視点

では最も上位の目標として「収益性の向上」を掲げています。収益性を向上させるための方策と

してこの戦略では収益の絶対額を増大させるという方法を選択しています。「収益の増大」を達成

する方策として、販売数量の増加という方法を選択しています。「販売数量を増加させることに

よって売上高を増加させ、収益性の向上を図る」というのが財務の視点におけるストーリーで

す。

このようなストーリーを成功へ導くために必要となるのが顧客の視点であり、【図４】のケー

スでは「販売数量の増加」という戦略目標を達成するために顧客の視点として「顧客ロイヤリ

ティの増加」と「新たな顧客の創造」という２つの戦略目標を立てています。「顧客ロイヤリティ

の増加」とは端的に言えば「企業のファンを作る」ことであり、顧客が反復継続的に自社商品を

購入することによって販売数量を増加させることを意図した戦略目標です。また、これまでに取

引実績のない顧客に対し、新たに販売を行うことで販売数量を増加させることを意図した戦略目

標が「新たな顧客の創造」です。

「顧客ロイヤリティの増加」を達成するための内部プロセスとして「注文に対する迅速な対

応」と「顧客とのコミュニケーションを通じた情報収集」が、「新たな顧客の創造」には「新規

営業件数の増加」が必要であると判断し、この３つを内部プロセスの視点での戦略目標として設

定しています。

内部プロセスの視点での戦略目標を達成するためには、「従業員が製品についてより精通する

こと」、「営業担当者の増員」が必要であると判断し、この２つを成長と学習の視点の戦略目標と

して設定しています。このように各視点での戦略目標を定め、その因果関係を描き出すことで組

織としての戦略の方向性を示すのが戦略マップです。そして、戦略マップに描き出された戦略目
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視

点
戦略目標 成果指標 目標値 実施項目 活動指標 目標値

財

務

収益性の向上 ROE １０％ － － －

収益の増大 売上高増加率 ２０％ － － －

販売数量の増加 販売数 ２００個／月 － － －

顧

客

顧客ロイヤリティの増加 クレーム件数 ４件／年 製品点検の徹底 点検件数 ２０件／月

新たな顧客の創造 新規契約件数 １０件／年 商圏のリサーチ リサーチ件数 ５件／年

内

部

迅速な対応 製品リードタイム ２０％減 TOCの実施 ボトルネックの調査 １件／年

顧客とのコミュニケーション 顧客調査票の作成 ２件／月 ヒアリングの実施 訪問回数 ２回／月

新規営業件数の増加 営業件数 １５件／月 営業スケジュール管理 スケジュール表の作成 １回／週

学

習

製品知識の向上 研修参加率 ８０％ 社内研修の実施 研修実施回数 ４回／年

営業担当者の増員 新卒採用人数 １０人／年 合同説明会への参加 説明会参加回数 ４回／年

【図５】スコアカードの具体例

標を達成するための具体的な活動指標とその目標値を定めたものがスコアカードです。

【図５】では【図４】の戦略マップに対応したスコアカードを示しています。スコアカードと

は戦略を組織の行動に落とし込むことを目的としたツールです。各視点の戦略目標の成果指標と

その目標値、またそれを達成するための具体的な実施項目とその測定尺度、目標値を示していま

す。スコアカードが戦略目標を達成するために実施すべき行動を示すことにより、組織の活動が

計画・実施され、全体としての戦略と組織の活動とを結びつける機能があります。スコアカード

作成時に注意すべき点として、実施項目の活動指標は必ず定量的に測定可能な項目とすること、

「できた（できなかった）」ではなく「やった（やらなかった）」という尺度で評価可能な先行指

標を使用することが挙げられます。そうすることで戦略を事後的に評価する際に、実施項目の実

施の有無、戦略目標の達成の有無を各視点で評価することで、「なぜ事業計画の目標値を達成で

きた（できなかった）のか」をより多角的に評価することが可能となります。そのような経験が

組織の次の戦略につながり、組織をその目指すべき地点へと近づけることが可能となります。ま

た、スコアカードによる各実施項目の目標値に対する責任者を定め、実施項目の達成状況によっ

て評価することで、人事評価と事業計画とを結びつけることが可能となります。
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経営のアドバイス

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号

事業計画自体の評価と見直し

ここまではBSCの要素を解説しましたが、戦略としてのストーリーはあくまでも仮説であり、

一度作成した戦略マップやスコアカードが永続的に利用可能なわけではありません。特に戦略目

標や事業計画を達成できなかった際の検討が重要となります。例えば、実施項目は目標値を達成

しているのに戦略目標の目標値が達成されなかったケースであれば、戦略ストーリーの前提と

なった仮説が適切ではなかったということになります。その場合、戦略ストーリーを見直す必要

がありますが、従来の認識で関連していると考えられていた戦略目標と実施項目が実際には関連

しておらず、戦略目標に影響を及ぼす要因は他にあるという事実が明らかになったと考えること

ができます。これは一定期間での事業計画としては失敗と判断されますが、それまでの認識が

誤っていたことが判明するという意味では貴重な経験であると言えます。特に顧客の視点での認

識と実態のギャップ（組織が考える顧客像と実際の顧客にはギャップがあった等）を改善するこ

とで収益が大きく増加する可能性があります。そのような経験を蓄積することで組織としてより

適切な対応が可能となり、戦略を絶えず検討する習慣が環境の変化へと順応する能力となりま

す。

終わりに

昨今では働き方改革や新型コロナウイルスの世界的な感染拡大による影響から、ビジネスシー

ンにおいてもテレワークやリモート業務等のこれまでとは異なるビジネスの形が求められる状況

にあります。このような変革期にあっては、事業計画による組織のかじ取りと環境の変化への対

応がより一層重要となります。本稿が変化の多い時代の組織運営を行う上での一助になれば幸い

です。

ｏ．２９１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２１～０２７　経営のアドバイス（青沼）  2020.09.18 13.48.19  Page 27 



― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号

はじめに

企業版ふるさと納税における企業のメリット

制度の延長・改正の概要

改正の主なポイント

平成２８年度に創設された地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）は、国が認定した地方公共

団体の地方創生プロジェクトに対して企業の皆様が寄附を行った場合に、法人関係税から税額控

除する仕組みです。

全国では、平成２８年度～令和元年度の４年間で４，４５７件９９．６億円、北海道（市町村分を含む）で

は２１２件１２．７億円の寄附がありました。

北海道への寄附として、具体的には「北海道未来人財応援プロジェクト（北海道）」や「コンパ

クトシティの推進加速化と地域資源エネルギー調査（夕張市）」など、しごと創生、地方への人

の流れ、働き方改革、まちづくりに関する事業への支援を頂いております。

�法人関係税において、通常の寄附に比べて大きな軽減効果を得ることができます。
�地域に寄附を行うことで、社会貢献に取り組む企業としてのPR効果が期待できます。
�地方公共団体との新たなパートナーシップの構築の可能性が広がります。

令和２年４月の税制改正では、地方創生の更なる充実・強化に向けて、地方への資金の流れを

飛躍的に高める観点から、制度の期間が５年間（令和６年度まで）延長されるとともに、税額控

除割合の引上げや、地方公共団体の申請に係る負担が大幅に軽減されるなど、企業及び地方公共

団体の双方にとってより使いやすいものとなるよう制度が大幅に見直しになりました。

改正の主なポイントは次のとおりです。

�税額控除割合の引上げ
損金算入による軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、最大で寄附額の約９割が軽減され

（実質的な企業の負担が約１割まで圧縮）、企業の負担がさらに軽減されました。

インフォメーション

企業版ふるさと納税の制度改正について
北海道 総合政策部 官民連携推進室
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インフォメーション

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号

�寄附時期の制限の大幅な緩和
寄附額が事業費を上回らないことが確実に見込まれる場合には、事業費確定前の寄附の受領

が可能になりました。

そのため、「創業地の自治体の事業を応援したい」「会社の創立○周年を機に地域貢献を行い

たい」「SDGs（持続可能なまちづくり等）の実現に取り組みたい」など、企業の皆様が寄附し

たいと思ったタイミングでの寄附が可能となりました。
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インフォメーション

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号

制度活用における留意事項

おわりに

�１回当たり１０万円以上の寄附が対象となります。
�寄附を行うことの代償として経済的な利益を受け取ることは禁止されています。

例：×寄附の見返りとして補助金を受け取る

×有利な利率で貸付をしてもらう

�本社※が所在する地方公共団体への寄附については、本制度の対象となりません。

※地方税法における「主たる事務所又は事業所」

例：Ａ県Ｂ市に本社が所在×⇒Ａ県とＢ市への寄附は企業版ふるさと納税制度の対象外

企業版ふるさと納税をご活用いただき、北海道や道内市町村が行う様々な地方創生プロジェク

トをご支援くださいますよう、よろしくお願いします。

（北海道総合政策部官民連携推進室ホームページ）

http : //www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/krs/tiikisousei-kigyouban-hurusatonousei.htm
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 r ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ r ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ r１０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 r ９２．５ △５．８ ９９．９ △３．８ r ９１．９ △６．４ ９８．９ △３．６ r１０８．３ ７．０ １０１．８ ２．９

２０１９年４～６月 r ９６．３ △２．０ １０２．８ ０．０ r ９５．８ △１．５ １０１．４ △０．２ r１０５．１ △０．５ １０４．４ １．０
７～９月 r ９３．６ △２．８ １０１．７ △１．１ r ９２．９ △３．０ １０１．３ △０．１ r１０７．１ １．９ １０３．３ △１．１
１０～１２月 r ９１．３ △２．５ ９８．０ △３．６ r ９１．３ △１．７ ９７．３ △３．９ r１０６．９ △０．２ １０４．０ ０．７

２０２０年１～３月 r ８９．０ △２．５ ９８．４ ０．４ r ８７．７ △３．９ ９６．７ △０．６ r１１３．０ ５．７ １０６．４ ２．３
４～６月 r ８０．１ △１０．０ ８１．８ △１６．９ r ７８．５ △１０．５ ８０．５ △１６．８ r１１５．１ １．９ １００．８ △５．３

２０１９年 ７月 r ９４．４ △１．８ １０２．２ ０．７ r ９３．９ △２．１ １０２．０ ２．５ r１０６．５ １．３ １０４．３ △０．１
８月 r ９３．５ △１．０ １００．５ △１．７ r ９２．６ △１．４ １００．０ △２．０ r１０２．６ △３．７ １０４．２ △０．１
９月 r ９２．８ △０．７ １０２．４ １．９ r ９２．１ △０．５ １０１．８ １．８ r１０７．１ ４．４ １０３．３ △０．９
１０月 r ９０．３ △２．７ ９８．３ △４．０ r ９１．６ △０．５ ９８．２ △３．５ r１０５．６ △１．４ １０４．１ ０．８
１１月 r ９２．８ ２．８ ９７．７ △０．６ r ９２．１ ０．５ ９６．８ △１．４ r１０５．９ ０．３ １０３．６ △０．５
１２月 r ９０．９ △２．０ ９７．９ ０．２ r ９０．１ △２．２ ９７．０ ０．２ r１０６．９ ０．９ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 r ８９．７ △１．３ ９９．８ １．９ r ８９．２ △１．０ ９７．９ ０．９ r１０５．７ △１．１ １０６．２ ２．１
２月 r ９０．０ ０．３ ９９．５ △０．３ r ８８．３ △１．０ ９８．９ １．０ r１０８．８ ２．９ １０４．４ △１．７
３月 r ８７．２ △３．１ ９５．８ △３．７ r ８５．５ △３．２ ９３．２ △５．８ r１１３．０ ３．９ １０６．４ １．９
４月 r ８３．１ △４．７ ８６．４ △９．８ r ８０．５ △５．８ ８４．３ △９．５ r１１３．９ ０．８ １０６．１ △０．３
５月 r ７８．４ △５．７ ７８．７ △８．９ r ７７．５ △３．７ ７６．８ △８．９ r１１３．４ △０．４ １０３．３ △２．６
６月 r ７８．７ ０．４ ８０．２ １．９ r ７７．４ △０．１ ８０．５ ４．８ r１１５．１ １．５ １００．８ △２．４
７月 p７８．１ △０．８ ８７．２ ８．７ p７７．２ △０．３ ８５．８ ６．６ p１１４．４ △０．６ ９９．３ △１．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年４～６月 ２３２，０５３ ０．４ ４６，９７６△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９７３ △２．０ １８７，０１６ １．０ ３２，００３ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５
４～６月 ２２８，６４９△６．６ ４４，７６８△１１．４ ２１，５９１ △５２．１ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３７０ ５．１

２０１９年 ７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４６△４．４ １５，９０９ △５．２ ５，４１６ △３．６ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８９３ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７８ １．４ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７２１ １０．５ １７，４３１ ２６．５ ５，６１９ ２２．２ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２６０△６．３ １４，５７２△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６９ △１７．２ ５８，３５４ △４．１ １０，３０３ △３．７
１１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６
４月 ７２，４６６△１０．２ １３，４５０△１８．６ ５，５６５ △６１．９ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０５３ ３．７
５月 ７４，００２△９．２ １４，５２９△１３．６ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７８５ ６．７
６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８
７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１８△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７５ ４．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号

ｏ．２９１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３１～０３３　主要経済指標  2020.09.16 18.27.25  Page 31 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５９３ ５．２ ６８，３９５ ５．５ １７，０４１ ５．１ ３７，６４２ １．９ ８，５９４ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５１７ １０．７

２０１９年 ７月 １２，３４５△４．３ ４，０４６△１０．４ ２３，２６２ ４．２ ５，８７８ ２．０ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１１６ １７．６ ２４，２５９ ４．７ ５，８８１ ６．４ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，３７０ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，４２０ ０．２ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８４ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１
５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０７０ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８２ １１．２
６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ６．１ ６，１２４ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３
７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０３ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ５０９ △８５．２ ０ △１００．０

２０１９年 ７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １６４ △８４．２ ０ △１００．０
５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ １０５ △９１．２ ０ △１００．０
６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２４０ △８０．２ ０ △１００．０
７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４３０ △６６．９ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１０月号

ｏ．２９１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３１～０３３　主要経済指標  2020.09.16 18.27.25  Page 32 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８

２０１９年 ７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ↑ ２．８
５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９
６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８
７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ ― ２．９

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８

２０１９年 ７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４
５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８
６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８
７月 １０２．１ △０．５ １０１．６ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き
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